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要旨：本研究は，低プレストレスを導入した鉄筋コンクリート橋脚の小型モデルについて静的正負交番繰返

し載荷実験および動的水平加振実験を行い，耐震性能向上の効果について検証することを目的とした実験的

研究である。実験の結果，低いプレストレスを導入した（以下 PCと略称）供試体は鉄筋コンクリート（以下

RCと略称）供試体に比べて最大耐力が大きくなること，残留変位を抑えるとともに残留変位の発生を遅らせ

ることができること等から，耐震性能を向上させる効果があること，さらに少量のプレストレスを導入する

ことによって横拘束鉄筋量を少なくできることを明らかにした。  

キーワード：橋脚柱，低プレストレス，静的耐力，動的耐力，横拘束鉄筋 

 

1. はじめに 

PC橋脚は優れた構造特性を有しているが，その多くは

高橋脚を対象として施工されてきた。しかし，高橋脚が

採用される橋梁は大規模で全体的にコストが高く，社会

資本整備コストの縮減が課題である昨今，小規模な橋梁

形式へと転換しつつある。一方，橋脚柱は地震時におけ

るエネルギー吸収能を確保するため横拘束鉄筋が密に

配置されている。この結果，施工現場では鉄筋間隔が狭

い中での鉄筋組立てとなり，施工性の低下が大きな問題

となっている。 

 このような社会的要請から本研究は，実用性に優れる

橋脚構造の提案を目指し，低プレストレスを導入したRC

橋脚モデルを用いて静的および動的載荷試験を行い，プ

レストレス量および横拘束鉄筋量が柱の耐力，変形性能

に及ぼす影響を実験的に明らかにすることを目的とし

た。実験は，RC 橋脚モデルを作成し，油圧アクチュエ

ータ試験装置による正負交番繰返し載荷による静的実

験，また兵庫県南部地震加速度の波形を入力波とした振

動台を用いた水平一軸加振および水平・鉛直二軸加振の

二方法による動的実験を行っている。 

 

2. 実験概要 

2.1 供試体の形状・寸法および種類 

 供試体の形状・寸法および配筋を図-1に示す。試験区

間は柱基部から錘の重心位置までの距離 627.5 mm (細長

比 36)とした。軸方向鉄筋は D10(SD345)を 4本，帯鉄筋

はφ4(SR495)を用い，PC 供試体は部材断面中央にスパ

イラルシースφ14を用いて PC鋼棒(A種 2号φ9.2mm：

アンボンド)を配した。（RC供試体はシースの設置なし） 

 供試体は，拘束鉄筋間隔が 84mm(拘束鉄筋比 1.2%)と

126mm(同 0.8%) の 2種類。また，コンクリート断面に

プレストレスを 1MPa または 2MPa 導入した供試体，プ

レストレスを導入せず PC 鋼棒を配置した供試体，およ

び RC供試体の計 4種類の合計 8種類について実験を行

った。表-1に実験種類，供試体名称および供試体コンク

リートの圧縮強度，等を示す。供試体名称は最初の 2文

字が載荷方法，次の 2文字は RC，PCの区別，次の 2文

字はプレストレス量，最後の 2文字は拘束鉄筋比を示し

ている。なお，表-1中，コンクリートの平均圧縮強度で

最大10MPa，平均引張強度で最大0.6MPaの差があるが，

予備試験の結果より曲げ破壊型であることを確認して

おり，耐力は鉄筋の強度に依存することから，コンクリ

ートの強度補正は行わなかった。また拘束鉄筋比は，仮

想橋脚の設計結果に基づいて拘束鉄筋量を設定した。 

供試体へのプレストレスの導入は，コンクリートの乾

燥収縮，クリー

プの影響を避け

るため，各実験

の直前に行った。

 導入方

 

法は鋼

棒の両端のナッ

トをレンチで締

付け，PC鋼棒の

ひずみ量および

供試体側面に貼

付したコンクリ

ートゲージによ

り，プレストレ

スの導入量を確

認した。 
図-1 供試体の形状寸法 
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鋼棒のプレストレス導入時

実験では曲げ破壊型の破壊で

法 

油圧アク

よ

軸加振実

 

PC

場合 1116µ，2MPaの場合で 2

なお，供試体の大きさによ

鉄筋比，ヤング係数等の力学

測されるが，骨材の粒径，鉄

影響は考慮できていないため

く現れている可能性が考えら

2.2 実験方法 

(1) 静的実験方

静的実験に用いた

び機器の設置状況を図-2に

想上部工として錘を取り付け

験は大変位計より変位を求め

±5.0，±7.5，±10，±20，±

段階で変位制御を行い静的耐

(2) 動的実験方法 

 実験は動的水平一

軸加振実験とし，加振方法は

気象台で観測された加速度波

その地震加速度を 1/10，2/10，

た加速度を加振倍率として段

破壊するまで試験を行った。図

度波形（N-S方向：最大-818

332gal）を示す。図-4に振動

計測機器の設置状況を示す。

際し，「防災科学技術研究所・

(H19.3)」を参考に表-2に示す
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験および動的水平・鉛直二

232µである。 

る寸法効果につい

的性質の影響は小さいと推

筋の径･配置，PC鋼材等の

,供試体の終局変位が大き

れる2)。 

示す。供試体の頂部には仮

た。正負交番繰返し載荷実

て，その変位が (0，±2.5，

30，±40，±50mm)の各

力，変位等を測定した。 

兵庫県南部地震の神戸海洋

形の時間軸を 1/4 に圧縮し，

3/10・・・・・20/10倍し

階的に上昇させ，供試体が

-3に振動台への入力加速

galおよびU-D方向：最大

台試験装置と供試体および

なお，モデル実験を行うに

橋梁耐震実験研究報告書

実験縮尺率を適用した3)。 
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表-1 実験種類・供試体名称・供試体コンクリート強度 
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図-3 入力地震波形 
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図-2 油圧アクチュエータ試験装置 
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図-4 振動台試験装置 
表-2 実験縮尺率 
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3.

線を図

-6

入した供試体は少ない変位

段

とより，拘束鉄筋比が 0.8％の供試体に

2MPa 程度のプレストレスを導入する

とによって,拘束鉄筋比が 1.2％の場

と同等以上の静的耐力を確保するこ

ができることが明らかとなった。 

表-3より，鉄筋降伏時，最大荷重時

おいては，拘束鉄筋比が 0.8%と 1.2%

グループともに 2MPa のプレストレ

を導入した PC02 供試体の最大荷重

大きくなっている。なお，各供試体とも破壊時で

棒は降伏に至っていないため，耐力はコンクリ

 

 

 

 

 

 

 

 静的実験結果および考察 

静的実験により得られた各供試体の

荷重～変位履歴曲線を図-5に示し，荷

重～変位履歴曲線の荷重と変位の最大

値と最小値の絶対値を平均して表示し

た平均荷重～平均変位曲

(a),(b)に示す。また,各供試体の鉄

筋降伏時および最大荷重時の荷重，変

位，PC 鋼棒の引張ひずみ量を表-3 に

示す。 

図-5 から,プレストレスを 2MPa 導

入した供試体は各供試体に比べて最も

最大荷重が大きくなり，特に，プレス

トレスを導

階での荷重が大きく，残留変位もプ

レストレスを導入した供試体は RC 供

試体に比べて小さくなった。なお，一

部の供試体において，履歴曲線の各頂

点で荷重の低下と変位の増加が生じて

いるが，これは実験時の装置の操作ミ

スと推測される。 

図-6より，拘束鉄筋比が 0.8%でプレ

ストレス導入量 2MPa の PC02 供試体

は，1.2%の拘束鉄筋比の RC 供試体よ

りも最大荷重は大きく，同一変位に対

する荷重も大きくなっている。このこ

こ

合

と

に

の

ス

が

鋼

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 荷重～変位履歴曲線 
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(a) 横拘束鉄筋比 0.8%       (b) 横拘束鉄筋比 1.2% 
は PC

ートの 

も

ス導入時に比べて大きく増

して寄与していることを

レスを導入していない

PC おける PC鋼棒の引張ひず

鋼棒が鉄筋降伏までは部

分かる。 

 

圧縮強度の影響を受けるが，コンクリートの圧縮強度は

RC供試体で 33.7MPa，PC供試体は

の差 5.8MPaであることから,終局時耐力に与える影響は

小さい。 

また，PC鋼棒の引張ひずみ

最大荷重時ではプレストレ

39.5MPaであり，そ

については,各供試体と

加しており，PC鋼棒が引張材と

示している。ただし，プレスト

00供試体は，鉄筋降伏時に

みがほとんど生じておらず，PC

材剛性に影響していないことが

図-6 平均荷重～平均変位曲線 
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4. 動的実験結果および考察 

4.1 応答荷重～応答変位関係 

動的実験によって得られた

各供試体の最大応答荷重～最

大応答変位のプラス方向(N

側)とマイナス方向(S 側)の荷

重と変位の絶対値を平均した

平

時の荷

重

供試体の平均応答荷重はほと

ど違わない結果となった。このことから，2MPa のプ

ストレスの導入によって，拘束鉄筋比に拘わらず動的

力が向上することが明らかとなった。 

表-4 より鉄筋降伏時におけるPC供試体のPC鋼棒のひ

みは，動的一軸実験，動的二軸実験ともに引張ひずみ

増加は小さく，鉄筋降伏時までは，PC鋼棒が部材剛性

影響していないことが分かる。また，各供試体とも最

荷重時におけるPC鋼棒のひずみは，動的一軸実験では

期値から若干の増加が見られるが，動的二軸実験では

きく増加している。これは，鉛直振動によって部材の

び割れ進行が遅れたため，PC鋼棒の引張ひずみが増加

たものと考えられる4)。 

 

関係 

水平一軸加振実験および水平・鉛直二軸加振実験で得

れたPC供試体のPC鋼棒の残留ひずみ～加振倍率曲線

，それぞれ図-9(a),(b)に示す。 

図-9(a),(b)より，水平一軸加振実験では加振による

C鋼棒の残留ひずみに大きな増加は見られないが，水

・鉛直二軸加振実験では加振に伴い，残留ひずみが大

く増加している。これは，「4.1 応答荷重～応答変位関

」で述べたように，水平振動に鉛直振動が加わること

よって部材のひび割れが内部で斜め方向に分散し，コ

クリート表面の見掛けの損傷が少なくなったため，部

の破壊点の近くまで PC鋼棒の引張ひずみを増加させ

ことができたものと考えられる。 

均荷重～平均変位曲線につ

いて,水平一軸加振実験で得

られた結果を図-7(a),(b)に

示し，水平・鉛直二軸加振実

験 で 得 ら れ た 結 果 を 図

-8(a),(b)に示す。また，各実

験で得られた各供試体の鉄筋

降伏時および最大荷重

，変位，PC鋼棒の引張ひず

み量を表-4に示す。 

図-7(a),(b）,図-8(a),(b）

および表-4より，水平一軸加

振実験および水平・鉛直二軸

加振実験は，横拘束鉄筋比

0.8%，1.2%の供試体ともにプ

レストレス量が 2MPaの供試体の平均応答荷重が特に大

きくなっており，その他の
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4.2 PC 鋼棒の残留ひずみ～加振倍率
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図-7 平均荷重～平均応答変位曲線（水平一軸加振実験） 
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図-8 平均荷重～平均応答変位曲線（水平･鉛直二軸加振実験） 

表-4 動的実験結果 
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示し，水平・鉛直二軸加

振実験で得られた結果を

図 11(a),(b)にそれぞれ

示す。 

-10，図-11より，水

平一軸加振実験，水平・

鉛直二軸加振実験とも，

プレストレスを導入した

供試体（PC01，PC02）は

プレストレスを導入して

いない供試体（RC00，PC00）に比べ，

位が抑えられ，柱頂部の残留変位の発生

ことが分かる。 

た，水平一軸加振実験および水平・

験とも，拘束鉄筋比を 1.2%とした供試体

ストレス導入の有無による残留変位に

較すると，プレストレスを導入した供試

留変位の発生は遅らせているものの，柱

量にはわずかの違いしか認められない

なった。このことから，拘束鉄筋比が大

ストレスの導入量が 1～2MPa 程度では

る影響は少ないが，拘束鉄筋比が小さい

プレストレスの導入量が 1～2MPa 程度

低減に大きく寄与しており，特に 2MPa

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 柱頂部の残留変位

～加振倍率関係 

供試体の柱頂部の錘の

重心位置(柱基部からの

距離 627.5 mm)における

残留変位～加振倍率曲線

を横拘束鉄筋比 0.8%と

1.2%のグループ別に，水

平一軸加振実験で得られ

た結果を図-10(a),(b)に

-
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図-9 PC 鋼棒の残留ひずみ～加振倍率曲線 

(a) 横拘束鉄筋比 0.8%         (b) 横拘束鉄筋比 1.2% 

図-10 柱頂部の残留変位～加振倍率曲線（水平一軸加振実験） 
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(a) 横拘束鉄筋比 0.8%         (b) 横拘束鉄筋比 1.2%
柱頂部の残留変

を遅らせている

鉛直二軸加振実

について，プレ

与える効果を比

体は柱頂部の残

頂部の残留変位

ことが明らかと

きい場合，プレ

残留変位に与え

場合（0.8%）は，

でも残留変位の

の場合には残留 

 

位を十分小さく抑えることが可能であることが明ら

となった。ただし，拘束鉄筋比に着目して比較すると，

平一軸加振実験，水平・鉛直二軸加振実験ともに拘束

鉄

することに

って，1.2％の拘束鉄筋比を持つ RC供試体と同等以上

低減に効果があることが明らかとなった。 

変

か

水

筋比 1.2％の供試体が 0.8％の供試体に比べて残留変位

が小さくなっている。これは，拘束鉄筋比が大きいほど

圧縮破壊域の範囲の進展が遅れることが原因と考えら

れる。さらに，水平一軸実験では，拘束鉄筋比 0.8％の

各供試体はプレストレスを 2MPa 導入した PC02 供試体

を除いて加振倍率が 130％で圧縮破壊を生じており，

1MPa のプレストレスの導入の効果よりも拘束鉄筋比の

影響が強く現れている。これらのことから，拘束鉄筋比

が 0.8％でもプレストレスを 2MPa 程度導入

よ

の残留変位の

-11 柱頂部の残留変位～加振倍率曲線（水平･鉛直二軸加振実験） 
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5. 静的実験と動的実験の比較 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動

を

 

に

 

(3) 

より 率曲線を比較すると，

RC
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的水平一軸加振実験による平均荷重～平均変位曲線

横拘束鉄筋比 0.8%と 1.2%のグループ別に示す。 
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6. まとめ 

 研究では，低プ

および頂部残留変位

を目的として，静的

実験の範囲内で

ようになる。 

) 静的実験によ

に関して，RC

たは 2MPa の低

束鉄筋比 0.8%，

れぞれ実験を行

が耐力向上に及

よる柱部材の耐

っている5）。本実

レストレス導入に

法の違いにも現れ

本

本

(1

力

ま

拘

そ

い

に

(2) 静的実験およ

耐力の大きさは異

と横拘束鉄筋比 0.

PC柱を比較した結

量でも同等以上の

ことが明らかとな

の一つに挙げたよ

拘束鉄筋比 1.2%を

0.8%に抑えたい場

として，軸方向プ

2MPa程度導入する
 

 

     横拘束鉄筋比 1.2％ 

～平均変位曲線（

     (b)

 静的および動的一軸加振実験） 

(a) 横拘束鉄筋比 0.8%      

図-12 平均荷重
の方が大きく現れた。したがって，

レストレスが RC 橋脚モデルの耐力

に与える影響を明らかにすること

および動的実験を行った。 

得られた結果をまとめると以下の

る静的耐力と動的実験による動的耐

柱断面コンクリートに対して 1MPa

いプレストレスを導入し，ともに横

1.2%を有する 2種類の柱について，

った。その結果，横拘束鉄筋比の違

ぼす影響は少ないが，プレストレス

力向上が認められた。 

 

方，

きく スの導入により横拘束鉄筋比

関

が分

レス

位が十分小さく抑えられることが明らかとなった。 

(4) 上記の結果を踏まえ，低プレストレスを導入した

RC 柱について実用性を考慮した場合，横拘束鉄筋比

を増やす代わりに柱断面に対して 2MPa 程度の低いプ

レストレスを導入することにより，最大耐力を確保し

つつ柱頂部の残留変位を抑える効果があり，横拘束鉄

筋の組立てやコンクリート打設の際の施工性の改善

に寄与することができると考えられる。  
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験においても，図-13(a),(b)に示し

よる耐力上昇に与える効果は載荷

ていることが分かる。 

び動的実験結果より，それぞれ最大

なるが，横拘束鉄筋比 1.2%の RC柱

8%でプレストレスを 2MPa導入した

果，2MPaの低い導入プレストレス

静的および動的耐力を確保できる

った。この結果より，本研究の目的

うに，施工性向上を目指す上で，「横

有する RC 柱部材の拘束鉄筋比を

合には横拘束鉄筋量を減じる代替

レストレスをコンクリート断面に

ことにより，ほぼ同程度の最大耐

拘束鉄筋比が 0.8％の場合，RC柱は残留変位が大

なるが，プレストレ

に 係なく柱頂部の残留変位が抑えられていること

かる。つまり，横拘束鉄筋比を増やす代わりにプ

トレスを 2MPa程度導入することによって残留変
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